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1. 研究成果の概要

①コロナ住居喪失危機の実態を明らかにした（4頁参照）
平時より家賃負担率が高く、公的支援からも排除される「見せかけの安定居住」が、コロナ禍
において顕在化したことを、定量的に示した。

具体的には以下の通り
・住居費過重負担の状態にある人が５割を超え、その負担は、アフターコロナで更に高まった。
・住居確保給付金や特例貸付の利用層は、平時と比較して、収入階層が高く、家賃の額も
高かった。
・公的支援を得たのは2割強で、その多くが家族や私的なネットワークに依存していた。

・高い家賃負担率にも拘わらず、私的な援助により、居住継続の努力をするがゆえ、その危機
がほとんど可視化されていない。可視化した結果をふまえた、住宅政策への反映が必要である。

出典：葛西・長尾・近藤（2025） 2



1. 研究成果の概要

②住居喪失危機に適応するための住宅政策の課題を、コロナ禍の実態に基づいて指摘した。

• 日本の生活困窮者自立支援法の対象は限りなく生活保護受給層に近く、かつ、住宅政策
は、そのターゲットをより低所得階層へと焦点化してきた。それが、「みせかけの安定居住」を一
層、脅かす原因となっている。

• 多くの自治体が、本稿のターゲットである若年単身者を公営住宅制度から排除している。そ
の供給率の低さから、公営住宅の本来階層の多くが民間の賃貸住宅に依存する構造となっ
ている。民間の賃貸住宅の家賃は公営住宅に比して高額なものとなりがちで、それが慢性的
な高家賃負担につながっている。

• 住居確保給付金は住み続けることを支援する、いわゆる家賃補助制度である。しかし、これ
が住宅政策として位置づけられていない点に問題がある

• 今後検討されるべきは、生活困窮者自立支援法等の救済の対象を拡大することである。コ
ロナ禍では、住居確保給付金の利用率が増大したが、それがカバーした対象は、オンライン調
査の実態を見る限り、極めて限定的であった。

出典：葛西・長尾・近藤（2025） 3



コロナ住居喪失危機の実態
（n=1000）

住居費負担率の変化

回答者世帯の2023年度の世帯年収

住み替えの意向とコロナの影響

家賃、更新料の滞納と住居費負担（M.A）

制度の認知度と利用状況（年齢別）住居費支払い後に手元に残る額
出典：葛西・長尾・近藤（2025） 4



ヒアリング調査を行った居住支援法人の類型化・特徴・課題
住宅の

提供方法

連携の主導
自社物件利用型 サブリース型 併用型

行政

A：官民連携
○地域資源や制度を柔
軟に活用できる
△民間団体と担当部署
との相互理解が不可欠

不動産

B：見守り
○当事者の変化に敏感に
対応できる
△支援を行う人材の確保
や育成が課題

NPO

D：つなぎ
・支援終了時に当事者
が持つ「つながり」を
増やすことが目標
○柔軟な入居支援が可
能
△物件の選択肢が限ら
れる

C：当事者主体
・当事者同士、地域の互
助を団体が後押しする形
△物件が空室時の管理費
が負担となる

E：広い間口と受け皿
○幅広い属性の受け入
れが可能であり、柔軟
な支援体制を整えてい
る
△開設資金、運営資金
の調達

出典：長尾・近藤・葛西（2024）

A：行政と対等な立場で連
携し、地域資源や制度の活
用を行っている

B：不動産会社が主導して
いるが、支援を行う人材の
確保や育成が課題

C:NPO主導×サブリース型
は、物件が空室になってい
る時の管理費が負担になる

D:NPO主導×自社物件利用
型は、入居支援が可能であ
る一方で物件の選択肢が限
られてしまうという課題

E：自社物件とサブリース
を併用することで、柔軟な
支援体制を整えている
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コロナ住居喪失危機に対する住宅支援プログラムの日米比較

出典：近藤・葛西（2024）

アメリカ 日本

国家の災害関連法 スタフォード法（災害救助・緊急支援法） 災害救助法、災害対策基本法

災害法に基づいた
緊急事態宣言

〇 ×

コロナの責任省庁 連邦危機管理庁（FEMA) －

コロナウイルス支援・救済・経済保証法 (CARES Act)　　（応急期） 新型インフルエンザ等対策特別措置法（住宅支援なし×）

米国救済計画法 (ARPA) of 2021 （復興期） 生活困窮者自立支援法

平時の住居法 全米アフォーダブル住宅法 住生活基本法、住宅セイフティネット法

家賃補助 Section 8（コロナの特別対応あり） 家賃補助なし、生活保護法による住宅扶助あり

サポーティブハウジング（住宅とケアがセット） 居住支援協議会（住宅確保要配慮者に対する支援）

仮住まいの家賃補助、適用なし 被災者生活再建支援法、適用なし

災害ケースマネジメントDCMP（FEMA）、適用なし 応急仮設住宅：建設なし、みなし仮設の適用なし

Emergency Rental Assistance（財務省） 住居確保給付金、緊急小口資金等の特例貸付（厚労省）

CDBG-CVを用いた自治体独自制度（ケースマネジメント含む） 公営住宅の目的外使用による住宅喪失者の緊急入居支援（国交省）

APRA法に基づく自治体に対する復興補助金（家賃補助、ケースマネジメント
等）

平時と災害時の住宅制度を活かした制度創設と運用 リーマンショック期に用意した住居確保給付金をコロナ禍にも適用（就労支援）

自治体主導のコロナ禍住宅政策（CDBG-CV Action Plan） 国の制度を保管する自治体およびNPOの独自の住居支援

共通：非営利セクターによる支援（シェルター開設、住居斡旋、ケースマネジメント）

各国に着目する理由・
ポイント

コロナ禍で適用中の法
律（コロナ前含む）

住宅・福祉政策の制
度・仕組み

災害時の住宅復興政
の制度・補助金

独自施策
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居住安定化に資する住宅セーフティネットモデルの構築に向けて：発見と課題

• 日米のコロナ禍における住宅支援プログラムを平時、災害時との住宅政策との関連性に着目し
て分析した結果、以下の特徴が明らかになった。

１）コロナは「災害」として位置づけられたか？（災害法制で対処すべき事案か？）
• 日本ではコロナは「災害」として扱われていない。災害対策基本法における災害の定義に依る。
• 米国ではコロナは「災害」として扱われた。スタフォード災害救済及び緊急援助法に依る。
２）コロナ禍における住宅支援の運用
• 日本：公的支援はリーマンショック時の支援制度と生活困窮者自立支援法を基盤とした制度
の横出しに留まる。ただし、居住支援法人による支援は被災地での経験が活かされている。

• 米国：平時、災害時の両方の住宅支援を組み合わせ、それらを基盤として追加されたパンデミッ
ク新制度を含めたハイブリッド型で対応が行われている。物理的破壊を伴う災害を前提とした法
制度では、コロナ禍に迅速に、柔軟に対応できないため、新制度が追加された。

• 両国とも既存制度の上乗せ・横出しがあり、制度運用の経験を活かされている

• 平時と災害時の制度を組み合わせたハイブリッド型のセーフティネットでコロナ禍を乗り切ろうとして
いる。その効果と限界についての検証は今後の課題である。

出典：近藤・葛西（2025）



２. 研究成果の学術的意義や社会的意義

学術的意義（学術的な成果）
・コロナ禍の困窮者支援を行う実践者は住居喪失危機や不安定居住を報告してきたが、それ
らの全体像は明らかにされてこなかった。その実態を定量的に示し、それに基づいて住宅政策の
課題を提示した
・自然外力による物理的破壊を伴う災害、パンデミック、貧困などの理由にかかわらない「居住
不安定」に対して働きかける住宅政策再編の方向性を提示した。

社会的意義（実践的な成果）
・平時の居住不安定がコロナ禍の住居喪失危機として現れたと捉えるならば、コロナ禍の経験を
踏まえて居住安定確保計画や住生活基本計画の見直しを行うことができる
・日本は住居確保給付金や公営住宅の目的外使用などを施策として展開したが、政策評価
を行っていない。米国では国勢調査局がコロナ禍が国民生活に与える影響を継続的に調査し
ているだけでなく、議会図書館の調査局が客観的な政策分析を行い、議員が議会への立法活
動を支援しているのとは対照的である。この不備を本研究で多少は埋めることができた。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆解決したい神⼾の課題 
・神⼾市では平成 23 年度に居住⽀援協議会を設⽴し、現在41の居住⽀援法⼈が活動してお り、住宅確保要配慮者に対する居住⽀援体制を総合的に強化していく必要がある。 
・住宅総数が充⾜する中、⼈⼝減少対策に取り組んでいくためには、既存住宅を有効に活⽤し ていくことが求められる。
・空き家が多い⼀⽅で、居住不安定な住宅確保要配慮者が減少しない ⽭盾を解消するためには、ハコとヒトのマッチングの仕組みが重要となる。 
参考 今後の住宅政策の⽅向性:住宅ストックを活⽤した定住・転⼊の促進(神⼾市すまい審議会,R３年３⽉) 

◆研究成果が与える効果： 
・災害ケースマネジメント※を組み込んだ居住⽀援政策を提案することにより、住宅確保要配 慮者の居住安定を保障する住宅セイフティネットのあり⽅および安⼼社会システムが明らかになる。
・空き家解消に有効なハコとヒトのマッチングの仕組みによって、安⼼な居住システムを 確⽴し、⼈⼝減少に⻭⽌めをかける。 
※のイメージ：⼀⼈ひとりの状況や⽣活状況の課題等を個別の相談等により把握した上で、住 宅確保要配慮者の⾃⽴・⽣活再建が進むようマネジメントする 
・災害時における仮住まいは既存住宅ストックを活⽤した⺠間賃貸住宅借り上げが主流になっ ている。
本研究のアウトプットである「ハイブリッド型住宅セイフティネットの構築」は、災 害時、平時の双⽅に効果を発揮する居住安定システムである。



３. 研究開始当初の背景

• 新型コロナウィルス感染症拡⼤に端を発した「住居喪失危機の実態」と「コ
ロナ独⾃施策・平時の住宅・居住政策」の関係を分析・検証し、居住安定化
に資する住宅セーフティネットモデルを構築することが求められる

• アウトプットとする住宅セーフティネットのイメージは、災害ケースマネジ
メントをモーターとし、コロナ禍・平時・災害時の多様な施策を動⼒源とし
て組み合わせる居住安定化を実現するハイブリッドモデルである。危機にど
のような施策（部品）をどう組み合わせて（構造）運⽤したのか （動⼒）
を分析し、そのハイブリッド性と結果を検証する。

• 本研究はコロナ危機対応を柔軟性、適応性、冗⻑性等から評価する災害レジ
リエンス研究でもある。
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4. 研究の目的

• コロナ住居喪失危機の実態と居住⽀援政策体系の内容と運⽤実態を整理し、その
効果と限界を分析して、政策体系・運⽤と住居喪失危機の実態との乖離を明らかに
する。

• 平時と災害時の住宅・居住政策は共に脆弱で社会変化に対応できるシステムではな
いとの前提の下で、いかにコロナ住居喪失危機に接近して居住政策を再編すれば危
機を乗り越えられるかを問う研究課題である。

• 居住不安定状態が急激に悪化したコロナ禍での経験を踏まえて、平時、災害時の住
宅政策を見直し、フェーズフリーの住宅セーフティネットとして再編していくことが課題であ
る。
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５. 研究の方法

• コロナ禍の住居喪失危機と居住不安定の実態を明らかにするため、オンライン調査を実
施した。調査対象者は単身世帯、20歳から64歳、賃貸住宅に居住、年収は300万円
未満と設定し、1000名からの回答を得た。設問は①コロナ禍における生活困窮と居住
の不安定化、②コロナ禍に得た支援の内容、③回答者の職業や住まいの属性

• コロナ禍に活用された主な公的支援の活用実態に関する情報収集と整理を行った。公
営住宅の一時入居の状況に関しては国土交通省による自治体への聞き取り調査、住
居確保給付金の利用実態については厚生労働省が公開している「生活困窮者自立支
援制度支援状況調査から、自治体別の住居確保給付金の支給件数を抽出し、支給
件数上位5番目までを整理した。

• コロナ禍の住居喪失危機を支援する居住支援法人（n=10ほど）に対するヒアリング調
査を実施し、どのような状態に対して、どのような施策を組み合わせ対応しているかについ
て分析を行った。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆R5年度：R5年12月～R6年2月
１）公的機関や居住支援団体による居住支援政策の整理：住宅確保給付金や生活保護の申請件数、受給者数等のデータを収集する。独自の支援施策を展開している市町村を同定する調査（家賃低廉化措置や公営住宅の目的外使用）を行い、国による支援策への上乗せや受給要件の横出しを明らかにする。
２）住宅確保要配慮者の居住ニーズの特定
①住宅確保要配慮者に対する半構造化インタビュー調査を実施する。コープこうべが管理している住宅居住者を対象とし、支援とニーズの乖離を明らかにする。
②住居喪失経験者に対して支援を行った関係団体への半構造化インタビュー：当事者が抱える住居喪失危機の状況、支援制度の利用と機能有無、生活保護受給を尋ねる。R6年度に支援団体に業務委託（予算：その他）を行い、当事者のデータ整理や聞き取り調整などを委託する可能性も検討する。
③居住支援法人に対する調査：住宅確保要配慮者への支援を行う居住支援法人を対象として相談件数、内容、要配慮者の属性、住宅確保給付金の課題を調査する。
◆R6年度：R6年4月～R7年2月　
２）の続き 住宅確保要配慮者へ質問紙調査(予定）：世帯類型や住居喪失の傾向等の軸でグルーピングし、住居喪失危機の全体像を明らかにする。独自の質問紙調査をするか否かは上記２）④の状況に基づいて判断する。各団体からデータが十取得できる場合はそれを活用する。
３）国外のコロナ禍の居住支援政策の整理：異なるアプローチを採用する米国を事例として「災害時の住宅復興政策・コロナ独自施策・平時の住宅政策」の内容・特徴・運用状況を整理する。
上記②～④の調査先一覧：NPO法人抱樸,一般社団法人つくろい東京ファンド, 住まいの貧困に取り組むネットワーク,認定NPO法人ビッグイシュー基金, LIFULL（ライフル）,(株)プライム, NPO法人ワンエイド,(株)アポロワークス, NPO法人LivE Quality HUB, NPO法人やどかりサポートほか



オンライン調査の概要 分析対象とした住宅支援制度

12出典：葛西・長尾・近藤（2025）



６. 研究成果

１）長尾 元輝, 近藤 民代, 葛西 リサ（2024）
2次データを用いて住宅確保要配慮者の住居喪失危機から生活再建、居住維持に至るまでのプロセスとニーズを整
理し、それに居住支援法人がどのような支援を実施しているのかをインタビュー調査で明らかにした。

２）葛西 リサ、近藤 民代（2024）
平時、母子世帯は、高負担の民間賃貸住宅に依存する傾向が高く、収支バランスの崩れや、減収による住居喪失
のリスク有している傾向が高く、それがコロナ禍で深刻化したということを明らかにした。

３）近藤 民代、葛西 リサ（2024）
平時と災害時をまたいだ居住支援の日米比較を行った。災害の定義が異なること、平時・災害時の住宅支援の違
いが、コロナ禍の支援プログラムの特徴に影響していることを指摘した。

４）葛西 リサ, 長尾 元輝, 近藤 民代（2025）
1. 研究成果の概要で記述した通り

５）近藤 民代, 葛西 リサ（2025）
フェーズフリーの視点で日米の住宅プログラムの特徴を分析し、課題を明らかにした
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